
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　油液が封入されたシリンダと、該シリンダ内に摺動可能に嵌装されたピストンと、一端
が該ピストンに連結され他端が前記シリンダの外部まで延ばされたピストンロッドと、前
記ピストンの摺動によって油液を流通させる主通路と、前記主通路に設けられ、該主通路
の流路面積を調整する主減衰弁と、該主減衰弁の弁体の背面部に設けられ該弁体の閉弁方
向に内圧を作用させるパイロット室と、該パイロット室と接続される通路の流路面積を調
整することによりパイロット室の内圧を調整する可変オリフィスとを備えてなる減衰力調
整式油圧緩衝器において、
　前記主減衰弁は、環状に突設された弁座と、該弁座に着座する円板状の弁体とを備え、
前記弁体の外周部が前記弁座側へ延出されて該弁座の外周部との間に隙間を形成する円筒
状の案内部が形成されており、前記弁体の開弁時における

油液の噴流を前記弁座の外周部と前記案内部との間の隙間に向けて噴出させて、
噴流の向きを前記弁体の開弁方向とは反対方向としたことを特徴とする減衰力調整式油圧
緩衝器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、自動車および鉄道車両等の車両の懸架装置等に装着される減衰力調整式油圧緩
衝器に関するものである。
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【０００２】
自動車および鉄道車両等の車両の懸架装置に装着される油圧緩衝器には、路面状況、走行
状況等に応じて乗り心地や操縦安定性を向上させるために減衰力を適宜調整できるように
した減衰力調整式油圧緩衝器がある。
【０００３】
減衰力調整式油圧緩衝器は、一般に、油液を封入したシリンダ内にピストンロッドを連結
したピストンを摺動可能に嵌装してシリンダ内を２室に画成し、ピストン部にシリンダ内
の２室を連通させる主油液通路およびバイパス通路を設け、主油液通路には、オリフィス
およびディスクバルブからなる減衰力発生機構を設け、バイパス通路には、その通路面積
を調整する減衰力調整弁を設けた構成となっている。なお、シリンダ内の一方の室には、
ピストンロッドの伸縮にともなうシリンダ内の容積変化をガスの圧縮、膨張によって補償
するリザーバがベースバルブを介して接続されている。
【０００４】
この構成により、減衰力調整弁によって、バイパス通路を開いて、シリンダ内の２室間の
油液の流通抵抗を小さくすることにより減衰力を小さくし、また、バイパス通路を閉じて
２室間の流通抵抗を大きくすることにより、減衰力を大きくすることができる。このよう
に、減衰力調整弁の開閉により減衰力特性を適宜調整することができる。
【０００５】
しかしながら、上記のようにバイパス通路の通路面積によって減衰力を調整するものでは
、ピストン速度の低速域においては、減衰力は油液通路のオリフィスに依存するので減衰
力特性を大きく変化させることができるが、ピストン速度の中高速域においては、減衰力
が主油液通路の減衰力発生機構（ディスクバルブ）に依存するため、減衰力特性を大きく
変化させることができない。
【０００６】
そこで、従来、例えば実開昭６２－１５５２４２号公報に記載されているように、ピスト
ン部に設けられた主油液通路の減衰力発生機構であるディスクバルブの背部にパイロット
室を形成し、このパイロット室を固定オリフィスを介してディスクバルブの上流側のシリ
ンダ室に連通させ、また、可変オリフィスを介してディスクバルブの下流側のシリンダ室
に連通させるようにしたものが知られている。
【０００７】
この減衰力調整式油圧緩衝器によれば、可変オリフィスを開閉することにより、シリンダ
内の２室間の通路面積を調整するとともに、可変オリフィスで生じる圧力損失によってパ
イロット室の圧力を変化させてディスクバルブの開弁圧力を調整することができる。この
ようにして、オリフィス特性（減衰力がピストン速度の２乗にほぼ比例する）およびバル
ブ特性（減衰力がピストン速度にほぼ比例する）を同時に調整することができ、減衰力特
性の調整範囲を広くすることができる。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記公報記載の減衰力調整式油圧緩衝器では、次のような問題がある。こ
の種の減衰力調整式油圧緩衝器では、ディスクバルブの開弁圧力は、そのばね力と、可変
オリフィスによって調整されるパイロット室の圧力による閉弁方向の荷重との合計によっ
て決定される。よって、可変オリフィスの流路面積を小さくして減衰力をハード側に調整
した場合、パイロット室の圧力が高くなる分、図７に示すように、ディスクバルブａの開
度が小さくなり、弁座ｂとの隙間が小さくなるので、この隙間を通過する油液は、流速が
高められて噴流ｃとなる。これにより、ディスクバルブａと弁座ｂとの隙間の静圧が低下
し、ディスクバルブａに閉弁方向の力が作用して減衰力が増大するので、特にピストン速
度の高速域において、図８中に破線で示すように、ハード特性時のディスクバルブの開弁
後の減衰力特性の傾きが過度に大きくなってしまうという問題を生じる。
【０００９】
このとき、噴流ｃによってディスクバルブａに作用する閉弁方向の力Ｆは、次式によって
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表される。
Ｆ＝－ρＱｖ・ cos θ　　…▲１▼
ρ：油液の密度
Ｑ：流量
ｖ：流速
θ：ディスクバルブの軸方向に対する噴流の噴出角度
ここで、Ｆ＜０であれば、その力Ｆは閉弁方向に作用し、Ｆ＞０であればその力Ｆは開弁
方向に作用する。図７に示す例では、噴流ｃの噴出方向は、ディスクバルブａの軸方向に
対してθ 0  の角度（θ 0  ＜ 90°であり、 cos θ＞０となる。すなわち、Ｆ＜０となる。）
をもつため、ディスクバルブａには噴流ｃによる閉弁方向の力が作用して、開弁しにくく
なる。
【００１０】
本発明は、上記の点に鑑みてなされたものであり、減衰力の調整範囲が広く、しかも、適
切な減衰力特性を得ることができる減衰力調整式油圧緩衝器を提供することを目的とする
。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　上記の課題を解決するために、本発明は、油液が封入されたシリンダと、該シリンダ内
に摺動可能に嵌装されたピストンと、一端が該ピストンに連結され他端が前記シリンダの
外部まで延ばされたピストンロッドと、前記ピストンの摺動によって油液を流通させる主
通路と、前記主通路に設けられ、該主通路の流路面積を調整する主減衰弁と、該主減衰弁
の弁体の背面部に設けられ該弁体の閉弁方向に内圧を作用させるパイロット室と、該パイ
ロット室と接続される通路の流路面積を調整することによりパイロット室の内圧を調整す
る可変オリフィスとを備えてなる減衰力調整式油圧緩衝器において、
　前記主減衰弁は、環状に突設された弁座と、該弁座に着座する円板状の弁体とを備え、
前記弁体の外周部が前記弁座側へ延出されて該弁座の外周部との間に隙間を形成する円筒
状の案内部が形成されており、前記弁体の開弁時における

油液の噴流を前記弁座の外周部と前記案内部との間の隙間に向けて噴出させて、
噴流の向きを前記弁体の開弁方向とは反対方向としたことを特徴とする。
【００１２】
このように構成したことにより、ピストンロッドのストロークにともなうピストンの移動
によって 生じる油液の流動を主減衰弁、固定オリフィスおよび可変オリフ
ィスによって制御して減衰力を発生させる。ピストン速度が小さく、主減衰弁の

および可変オリフィスの流路面積に応じて減衰力が発生し、ピストン速
度が大きくなって主減衰弁が開弁すると、その開度に応じて減衰力が発生する。可変オリ
フィスの流路面積を調整することにより 流路面積を直接調整するとともに、パイ
ロット室の圧力を変化させて主減衰弁の開弁特性を調整する。主減衰弁の開弁時における
油液の噴流は、弁体の案内部と弁座との隙間に向かって、弁座の外周部に沿うような噴出
角度をもって噴出される。
【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。
【００１４】
本発明の第１実施形態について図１ないし図４を参照して説明する。図２に示すように、
第１実施形態の減衰力調整式油圧緩衝器１は、シリンダ２の外側に外筒３が設けられた二
重筒構造になっており、シリンダ２と外筒３との間に環状のリザーバ４が形成されている
。シリンダ２内には、ピストン５が摺動可能に嵌装されており、このピストン５によって
シリンダ２内がシリンダ上室 2aとシリンダ下室 2bとの２つのシリンダ室に画成されている
。ピストン５には、ピストンロッド６の一端がナット７によって連結されており、ピスト
ンロッド６の他端側は、シリンダ上室 2aを通り、シリンダ２および外筒３の上端部に装着
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されたロッドガイド８およびシール部材９に挿通されてシリンダ２の外部へ延出されてい
る。シリンダ２の下端部には、シリンダ下室 2bとリザーバ４とを区画するベースバルブ 10
が設けられている。そして、シリンダ２内には油液が封入されており、リザーバ４内には
油液およびガスが封入されている。
【００１５】
ピストン５には、シリンダ上下室 2a， 2b間を連通させる油路 11およびこの油路 11のシリン
ダ下室 2b側からシリンダ上室 2a側への油液の流通を許容する逆止弁 12が設けられている。
また、ベースバルブ 10には、シリンダ下室 2bとリザーバ４とを連通させる油路 13およびこ
の油路 13のリザーバ４側からシリンダ下室 2b側への油液の流通を許容する逆止弁 14が設け
られている。
【００１６】
シリンダ２の中央部外周には、略円筒状の通路部材 15が嵌合されている。シリンダ２の上
部外周には、アッパチューブ 16が嵌合されて通路部材 15に結合されており、シリンダ２と
の間に環状油路 17を形成している。環状油路 17は、シリンダ２の上端部付近の側壁に設け
られた油路 18を介してシリンダ上室 2aに連通されている。また、シリンダ２の下部外周に
は、ロワチューブ 19が嵌合されて通路部材 15に結合されており、シリンダ２との間に環状
油路 20を形成している。環状油路 20は、シリンダ２の下端部付近の側壁に設けられた油路
21を介してシリンダ下室 2bに連通されている。
【００１７】
外筒３には、通路部材 15に対向させて接続プレート 22が取付けられている。接続プレート
22および通路部材 15には、環状油路 17， 20にそれぞれ連通する接続管 23， 24が挿通、嵌合
されている。また、接続プレート 22には、リザーバ４に連通する接続孔 25が設けられてい
る。そして、接続プレート 22には、減衰力発生機構 26が取付けられている。
【００１８】
図１に詳細に示すように、減衰力発生機構 26は、有底筒状のケース 27内に、２つの有底筒
状のバルブ部材 28， 29が嵌合され、ケース 27の開口部に比例ソレノイドアクチュエータ 30
（以下、アクチュエータ 30という）が螺着されて、ケース 27内がバルブ部材 28， 29によっ
て３つの油室 27a ， 27b ， 27c に区画されている。バルブ部材 28， 29は、その開口部に、
それぞれ環状の固定部材 31， 32を嵌合させ、アクチュエータ 30に螺着された略円筒状のガ
イド部材 33を挿通させて、その先端部にナット 34を螺着させ、これらと共に固定されてい
る。ケース 27の側壁には、油室 27a ， 27b ， 27c と接続管 23， 24および接続孔 25とをそれ
ぞれ連通させる油路 35， 36， 37が設けられている。
【００１９】
バルブ部材 28， 29の底部には、それぞれ周方向に沿って配置された複数（２つのみ図示す
る）の油路 38， 39が軸方向に貫通されている。バルブ部材 28， 29の底部の外側の端部には
、それぞれ油室 27a ， 27b 側から油路 38， 39側への油液の流動を制御して減衰力を発生さ
せる切欠（オリフィス） 40a ， 41a を有する副ディスクバルブ 40， 41が設けられている。
副ディスクバルブ 40， 41は、内周側が開弁するようになっている。副ディスクバルブ 40，
41は、ピストン速度の低速域、すなわち、オリフィス特性域において、適切な減衰力を得
るためのものである
【００２０】
また、バルブ部材 28， 29の底部の内側には、それぞれ油路 38， 39の内周側に環状の内側シ
ール部 42， 43が突設され、油路 38， 39の外周側に環状の弁座 44， 45がが突設され、さらに
、その外周側のバルブ部材 28， 29の側壁近傍に環状の外側シール部 46， 47が突設されてい
る。弁座 44， 45と外側シール部 46， 47との間には、環状溝部 48， 49が形成され、環状溝部
48， 49は、ぞれぞれバルブ部材 28， 29に設けられた油路 50， 51を介して油室 27b ， 27c に
連通されている。
【００２１】
弁座 44， 45には、それぞれ環状のディスクバルブ 52， 53（弁体）の一端面の外周部が着座
され、ディスクバルブ 52， 53の他端面の内周部に、環状のシールディスク 54， 55の内周部
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が液密的に当接され、シールディスク 54， 55の外周部がスペーサリング 56， 57を介して外
側シール部 46， 47に液密的に当接されている。さらに、内周部が内側シール部 42， 43にス
ペーサリング 58， 59を介して固定された円板状の板ばね 60， 61の外周部がシールディスク
54， 55の内周部に液密的に当接されており、板ばね 60， 61のばね力によって、ディスクバ
ルブ 52， 53およびシールディスク 54， 55が弁座 44， 45側に押圧されている。そして、バル
ブ部材 28， 29内の固定部材 31， 32とシールリング 54， 55および板ばね 60， 61との間に、そ
れぞれパイロット室 62， 63が形成されている。
【００２２】
そして、弁座 44， 45、ディスクバルブ 52， 53、シールディスク 54， 55、板ばね 60， 61およ
びパイロット室 62， 63によって、それぞれ伸び側および縮み側主減衰弁 A1， A2が構成され
ており、ディスクバルブ 52， 53の背部に設けられたパイロット室 62， 63の内圧がディスク
バルブ 52， 53の閉弁方向に作用するようになっている。
【００２３】
図３に詳細に示すように、ディスクバルブ 52， 53は、それぞれ外周部がバルブ部材 28， 29
側に延出されて円筒状の案内部 64， 65が形成されており、案内部 64， 65の内周面と弁座 44
， 45の外周面との間に隙間が形成されている。案内部 64， 65の内周面は、テーパ状に形成
されており、弁座 44， 45の外周部の面取部 66， 67と協働して、図４に示すように、ディス
クバルブ 52， 53の開弁時における油液の噴流を弁座 44， 45と案内部 64， 65との間に向けて
、すなわちディスクバルブ 52， 53の軸方向に対して弁座 44， 45の外周部に沿うような噴出
角度θ 1  で噴出させるようになっている。また、ディスクバルブ 52， 53は、その内周部が
案内部 64， 65とは反対側に延出されて円筒状の位置決め凸部 68， 69が形成されており、位
置決め凸部 68， 69をシールディスク 54， 55の内周部に嵌合させて、その径方向に位置決め
されている。
【００２４】
板ばね 60， 61は、複数（図示のものでは３枚）の板ばねが積層されて構成されており、シ
ールディスク 54， 55に当接する板ばねの外周部には、切欠 60a ， 61a が設けられている。
そして、切欠 60a ， 61a によって、バルブ部材 28， 29の油路 38， 39とパイロット室 62， 63
とを連通させる上流側通路および固定オリフィスが形成されている。
【００２５】
ガイド部材 33の側壁には、パイロット室 62， 63にそれぞれ連通するポート 70， 71および油
室 27b ， 27c にそれぞれ連通するポート 72， 73が設けられている。そして、ポート 70， 72
によって、パイロット室 62を伸び側主減衰弁 A1の下流側の油室 27b に連通させる伸び側の
下流側通路が形成されており、また、ポート 71， 73によって、パイロット室 63を縮み側主
減衰弁 A2の下流側の油室 27c に連通させる縮み側の下流側通路が形成されている。ガイド
部材 33内には、スプール 74が摺動可能に嵌装されている。スプール 74は、ポート 70とで伸
び側可変オリフィス B1を構成し、また、ポート 73とで縮み側可変オリフィス B2を構成して
おり、アクチュエータ 30によって移動させることによって、ポート 70， 72間およびポート
71， 73間の連通路面積を同時に調整するようになっている。
【００２６】
上記の構成において、油路 18、環状油路 17、接続管 23、油路 35、油室 27a 、油路 38、環状
溝部 48、油路 50、油室 27b 、油路 36、接続管 24、環状油路 20および油路 21によってシリン
ダ上下室 2a， 2b間を連通させる伸び側の主通路が形成されている。また、油路 21、環状油
路 20、接続管 24、油路 36、油室 27b 、油路 39、環状溝部 49、油路 51、油室 27c 、油路 37お
よび接続孔 25によって、シリンダ下室 2bとリザーバ４との間を連通させる縮み側の主通路
が形成されている。
【００２７】
以上のように構成した、本実施形態の作用について次に説明する。
【００２８】
ピストンロッド６の伸び行程時には、ピストン５の移動にともないピストン５の逆止弁 12
が閉じてシリンダ上室 2a側の油液が加圧され、油路 18、環状油路 17および接続管 23を通っ
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て減衰力発生機構 26の油路 35へ流れ、さらに、油路 35から油室 27a 、切欠 40a （副ディス
クバルブ 40）、油路 38、板ばね 60の切欠 60a 、パイロット室 62、ポート 70、ポート 72、油
室 27b 、油路 36、接続管 24、環状油路 20および油路 21を通ってシリンダ下室 2bへ流れる。
このとき、シリンダ上室 2a側の圧力が伸び側主減衰弁 A1の開弁圧力に達すると、伸び側主
減衰弁 A1が開いて、油液が油路 38から環状溝部 48、油路 50を通って油室 27b へ流れる。一
方、ピストンロッド６がシリンダ２内から退出した分の油液がリザーバ４からベースバル
ブ 10の逆止弁 14を開いてシリンダ下室 2bへ流れる。
【００２９】
よって、伸び行程時には、ピストン速度が低く、伸び側主減衰弁 A1の開弁前には、切欠 40
a および副ディスクバルブ 40並びに切欠 60a および伸び側可変オリフィス B1の流路面積に
応じてオリフィス特性の減衰力が発生し、ピストン速度が高くなり、シリンダ上室 2a側の
圧力が上昇して伸び側主減衰弁 A1が開くと、その開度に応じてバルブ特性の減衰力が発生
する。そして、アクチュエータ 30によってスプール 74を移動させて伸び側可変オリフィス
B1の流路面積を調整することにより、オリフィス特性を直接調整すると同時に、パイロッ
ト室 62の圧力（伸び側主減衰弁 A1のディスクバルブ 52の背圧）を変化させてバルブ特性を
調整することができ、減衰力特性の調整範囲を広くすることができる。
【００３０】
また、ピストンロッド６の縮み行程時には、ピストン５の移動にともない、ピストン５の
逆止弁 12が開いてシリンダ下室 2bの油液が油路 11を通ってシリンダ上室 2aに直接流入する
ことによってシリンダ上下室 2a， 2bがほぼ同圧力となるので、減衰力発生機構 26の油路 35
， 36間では油液の流れが生じない。一方、ピストンロッド６のシリンダ２内への侵入にと
もなってベースバルブ 10の逆止弁 14が閉じ、ピストンロッド６が侵入した分、シリンダ２
内の油液が加圧されて、シリンダ下室 2bから油路 21、環状油路 20および接続管 24を通って
減衰力発生機構 26の油路 36へ流れ、さらに、油路 36から油室 27b 、切欠 41a （副ディスク
バルブ 41）、油路 39、板ばね 61の切欠 61a 、パイロット室 63、ポート 71、ポート 73、油室
27c 、油路 37および接続孔 25を通ってリザーバ４へ流れる。このとき、シリンダ上下室 2a
， 2b側の圧力が縮み側主減衰弁 A2の開弁圧力に達すると、縮み側主減衰弁 A2が開いて、油
路 39から環状溝部 49、油路 51を通って油室 27c へ直接流れる。
【００３１】
よって、縮み行程時には、ピストン速度が低く、縮み側主減衰弁 A2の開弁前には、縮み側
可変オリフィス B2の流路面積に応じてオリフィス特性の減衰力が発生し、ピストン速度が
高くなり、シリンダ上下室 2a， 2b側の圧力が上昇して縮み側主減衰弁 A2が開くと、その開
度に応じてバルブ特性の減衰力が発生する。そして、アクチュエータ 30によってスプール
74を移動させて縮み側可変オリフィス B2の流路面積を調整することによって、オリフィス
特性を直接調整すると同時に、パイロット室 63の圧力（縮み側主減衰弁 A2のディスクバル
ブ 53の背圧）を変化させてバルブ特性を調整することができ、減衰力特性の調整範囲を広
くすることができる。
【００３２】
この場合、スプール 74の位置に応じて、伸び側のポート 70， 72間および縮み側のポート 71
， 73間の流路面積が、一方が大のとき他方が小となり、一方が小のとき他方が大となるよ
うに、各ポートおよびスプールのランドを配置することにより、伸び側と縮み側とで大小
異なる種類の減衰力特性の組合せ（例えば、伸び側がハードで縮み側がソフト、または、
伸び側がソフトで縮み側ハードの組合せ）を設定することができる。
【００３３】
　また、伸び側および縮み側主減衰弁 A1， A2の開弁時において、弁座 44， 45とディスクバ
ルブ 52， 53との間を通過する油液の噴流は、図４に示すように、ディスクバルブ 52， 53の
案内部 64， 65および弁座 44， 45の面取部 66， 67によって、ディスクバルブ 52， 53の軸方向
に対して弁座 44， 45の外周部に沿うような噴出角度θ 1（ほぼθ 1＝ 180°）で噴出され

る。ここで、上記 (1)
式において、噴出角度θが 90°を越えて 180°に近づくと、 cosθが－１に近づくので、 co
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sθ＜０となり、ディスクバルブ 52， 53に作用する力Ｆが大きくなる（Ｆ＞０）。これに
より、力Ｆは、開弁方向に作用するようになるので、噴流によってディスクバルブ 52， 53
の閉弁方向に作用する力Ｆを軽減することができる。よって、ハード特性時の伸び側およ
び縮み側主減衰弁 A1， A2は、特にピストン速度の高速域において、開き易くなるため、減
衰力特性の傾きの過度の増大を防止することができ、図８中に実線で示すような適切な減
衰力特性を得ることができる。
【００３４】
次に、本発明の第２実施形態について、図５および図６を参照して説明する。なお、第２
実施形態は、上記第１実施形態のものに対して、伸び側および縮み側主減衰弁 A1， A2のデ
ィスクバルブの構造が異なる以外は同様の構成となっているので、以下、上記第１実施形
態のものと同様の部分には、同一の符号を付して、異なる部分ついてのみ詳細に説明する
。
【００３５】
第２実施形態の減衰力調整式油圧緩衝器では、図５に示すように、伸び側および縮み側主
減衰弁 A1， A2のディスクバルブ 75， 76は、内周部の案内部 64， 65とは反対側に、上記第１
実施形態の位置決め凸部 68， 69の代わりに、シールディスク 54， 55に当接する厚肉部 77，
78が延出して形成されている。そして、外周部に複数（図示のものでは４つ）の切欠部 79
a ， 80a を有する円板状の位置決めディスク 79， 80の内周部が内側シール部 42， 43とスペ
ーサリング 58， 59との間で固定されており、位置決めディスク 79， 80の外周部にディスク
バルブ 75， 76の内周部を摺動可能に嵌合させて、ディスクバルブ 75， 76が径方向に位置決
めされている。
【００３６】
この構成により、バルブ部材 28， 29を通過した油液は、位置決めディスク 79， 80の切欠部
79a ， 80a を通って、板ばね 60， 61の切欠 60a ， 61a およびパイロット室 62， 63へ流入す
ることができ、上記第１実施形態と同様の作用、効果を奏することができる。
【００３７】
上記第１実施形態の位置決め凸部 68， 69の突出高さは、シールディスク 54， 55の厚さより
低く設定されており、加工精度を要するが、第２実施形態によれば、厚肉部 77， 78にシー
ルディスク 54， 55が当接するので、ディスクバルブ 75， 76の厚さの管理（加工）が容易と
なる。
【００３８】
【発明の効果】
　以上詳述したように、本発明の減衰力調整式油圧緩衝器によれば、可変オリフィスの流
路面積を調整することにより、オリフィス特性を直接調整するとともに、パイロット室の
内圧を変化させて主減衰弁の開弁特性を調整してバルブ特性を調整することができるので
、減衰力特性の調整範囲を広くすることができる。また、主減衰弁の弁体に案内部を形成
したことにより、主減衰弁の開弁時における油液の噴流が弁体の案内部と弁座との隙間に
向かって弁座の外周部に沿うような噴出角度をもって噴出さ

ので、噴流によって弁体の閉弁方向に作用する力を軽減するこ
とができ、ハード特性時の減衰力特性の傾きの過度の増大を防止して適切な減衰力特性を
得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１実施形態に係る減衰力調整式油圧緩衝器の減衰力発生機構を拡大し
て示す縦断面図である。
【図２】本発明の第１実施形態に係る減衰力調整式油圧緩衝器の全体構成を示す縦断面図
である。
【図３】図２の要部である伸び側および縮み側主減衰弁を拡大して示す図である。
【図４】図１ないし図３の装置の伸び側および縮み側主減衰弁の開弁時の油液の噴流の噴
出方向を示す図である。
【図５】本発明の第２実施形態に係る減衰力調整式油圧緩衝器の要部である伸び側および
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縮み側主減衰弁を拡大して示す図である。
【図６】図５の伸び側および縮み側主減衰弁の位置決めディスクの斜視図である。
【図７】従来のディスクバルブの開弁時の油液の噴流の噴出方向を示す図である。
【図８】従来および本発明の減衰力調整式油圧緩衝器のハード側の減衰力特性を示す図で
ある。
【符号の説明】
１　減衰力調整式油圧緩衝器
２　シリンダ
2a　シリンダ上室
2b　シリンダ下室
５　ピストン
６　ピストンロッド
44,45 弁座
52,53 ディスクバルブ（弁体）
60a,61a 切欠（上流側通路、固定オリフィス）
62,63 パイロット室
64,65 案内部
70,71,72,73 ポート（下流側通路）
A1　伸び側主減衰弁
A2　縮み側主減衰弁
B1　伸び側可変オリフィス
B2　縮み側可変オリフィス
θ 1  噴出角度
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【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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